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式第４号（第４条関係） 

 

  出張報告書 

幹 事 長 印 経 理 責 任 者 印 

  

平成 29 年 5 月 19 日 

 

 幹事長 

       江川 慶子 殿 

 

                                          出張者氏名  鱧谷 陽子  印 

 

   下記のとおり報告します。 

  １．出 張 先  市町村議会議員研修会 2017 年春     

  ２．出張日時    平成 29 年 5 月 9 日    

  ３．出張用務（宿泊を要する場合はその事由） 

    新制度の下での保育所・学童保育所がどう変化しているかを知る。 

４．旅    費 

    ①参加費 3,000 円     

  ②交通費 熊取～天満橋往復 1,560 円 

     

                        計 4,560 円   

                                      

  ５．報    告 

  新制度の中で保育所、学童保育所がどう変化しているのか、又、その展望を学ぶため

参加、感想は、別紙にて記載します。                                                                    
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研修レポート              鱧谷 陽子 

 

平成 29 年 5 月 9 日エル大阪で、奈良女子大学の中山 徹先生より講義を受けました。 

今、保育所・幼稚園は減少、認定こども園、小規模保育所は増加、公立施設については減少して

いる。その中で、認可外保育所で、死亡事故の発生率が高い。認定こども園の問題は、小学校区を

超えて子どもを集めることが多く生活圏を破壊している。子供の数も 100 人を超えると園長や主任

が子どもを把握できない。保護者会が作れない、幼稚園児の保護者は昼間に会合を持ちたいし、保

育園児の親は夜や土日に会合を持ちたいとなって、成立しない。  

学童保育所への企業参入、民営化が進んでいる。指定管理制度で入札で決まり、引き継ぎもなく

継続性がない。堺市では今までより安くないと指定を受けられない。保育の質の低下をもたらす。  

＊今後の展開 

政府の考え方―0～5 歳認定こども園、 0～2 歳小規模保育事業（企業）、3～5 歳幼稚園（私立）、

0～5 歳保育所へと進めようとしている。 

認定こども園について―保育を必要とする子どもの増加、幼稚園の認定こども園化、今のまま行

くと保育を必要とする子どものうち、認可保育園へ通う子供は 50％以下になる。 

学童保育の在り方―基本は直営（学校との関係）、6 年生までを視野に入れた再編をする。 

市町村計画について、府の方から子育て支援事業計画の中間見直しをするよう手引きが送られて

いる。 

 








